
江東区自転車保管場所及び自転車コールセンター業務委託 

プロポーザル実施要領 

 
１ 事業の趣旨・目的 

区内では、駅周辺等における自転車（原動機付自転車及び自動二輪車を含む。

以下、同じ。）の放置を防止し、良好な都市環境の確保と街の美観維持を図るた

め、放置自転車対策事業に取り組んでおり、その一環として放置自転車の撤去を

行っている。 
自転車保管場所では、撤去した自転車を保管及び、返還する業務を行い、また、

自転車コールセンターでは、放置自転車の撤去等に関する問い合わせや意見を

総合的に受け付ける業務を行っている。いずれも直接区民等と接し、江東区自転

車の放置防止及び自転車駐車場の整備に関する条例及び同法施行規則に熟知し

た高度な知識や専門的なスキルが必要となる極めて重要な業務であり、適切か

つ迅速な対応が求められている。 
以上のことから、自転車保管場所及び自転車コールセンターを一体で運営し、

連携して円滑に業務を遂行することができる事業者を選定するため、公募型プ

ロポーザルを実施する。 

 
２ 業務概要 

（１） 業務名  江東区自転車保管場所及び自転車コールセンター 
業務委託 

（２） 業務内容   別紙１『仕様書』のとおり 
（３） 委託上限額  ６５，６７１，７０８円（税込） 
（４） 契約期間   令和９年４月１日から令和１０年３月３１日 

※ ただし、履行状況が良好であり、仕様及び価格に変更がない場合は、原

則として２か年度に限り契約を更新することができる。 

 
３ 参加資格   

企画提案に参加する者は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 
（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当しないこと。 
（２） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立

てをした者であっては再生計画の認可がなされていない者、会社更生法（平

成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをした者にあっ



ては更生計画の認可がなされていない者でないこと。 
（３） 法人税・法人事業税・消費税又は地方消費税の滞納をしている者でない

こと。 
（４） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統

制下にある法人ではないこと。 
（５） 江東区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（２７江総経第３２８１

号）による指名停止を受けていないこと。 
（６） 宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人等ではないこと 
（７） 一般財団法人日本情報経済社会推進協会指定の「ＩＳＭＳ」適合制度の

認証、又は「プライバシーマーク」を取得している者であること。 

 
４ 対象施設 

 下記施設の業務を委託する。別紙２『案内図・施設詳細図』も参照すること。 
（１）江東区夢の島自転車保管場所 

所 在 地：江東区夢の島１－１－２ 
面  積：５，４２２㎡ 
収容台数：最大４，５１９台 
施設概要：撤去した自転車を保管する施設 

（２）江東区毛利一丁目自転車保管場所 
所 在 地：江東区毛利１－２１－１３ 
面  積：２，３０４㎡ 
収容台数：最大８８０台 
施設概要：撤去した自転車を保管する施設 

（３）江東区自転車コールセンター 
所 在 地：江東区内指定場所 

※所在地は非公開 
施設概要：放置自転車対策に係る電話対応を行う施設 

 
５ スケジュール 

（１） 実施要領の公表期間 
令和８年９月１日（火）～令和８年１０月１日（木） 

（２） 質問受付期間 
令和８年９月１日（火）～令和８年９月１５日（火）午後５時必着 

 
 



（３） 現地見学会（任意） 
令和８年９月８日（火）午前中を想定 
※荒天等により延期又は中止となる場合がある。 

（４） 質問回答期限 
令和８年９月２４日（木） 

（５） 参加表明書の提出期限 
令和８年１０月１日（木）午後５時必着 

（６） 企画提案書等の提出期限 
令和８年１０月１日（木）午後５時必着 

（７） 第１次審査 
令和８年１１月５日（木） 

（８） 第１次審査結果通知 

令和８年１１月５日（木） 

（９） 第２次審査 
令和８年１１月１６日（月） 

（１０）最終選定結果通知 
令和８年１１月１７日（火） 

 
６ 参加手続 

（１） 実施要領の公表 
ア 公募期間 ：令和８年９月１日（火）～令和８年１０月１日（木） 
イ 公募方法 ：区ホームページにて公表 

（２） 質疑・回答  
ア 質問受付期間 ：公募開始～令和８年９月１５日（火）午後５時必着 
イ 質問方法   ：持参・郵便・ＦＡＸ又は電子メールにより、下記「１

４」に記載の担当部署まで提出すること。 
※上記以外の方法による問い合わせは受け付けない。 
※郵送の場合は送付記録が残る方法で郵送すること 

※質問書は、区が別途指定する様式（様式１）により

作成・提出すること 

※電子メールで質問書を送付する場合の件名は、以下

のとおりとすること 

【質問書】江東区自転車保管場所及び自転車コールセ

ンター業務委託プロポーザルに係る質問について 

ウ 回答期限 ：令和８年９月２４日（木） 

 



エ 回答方法 ：質問への回答は区ホームページに掲示する。 
質問者に対する個別の回答は行わない。 
なお、一括で回答することとし、都度回答は行わない。 

オ 現地見学会  ：現地見学会へ参加を希望する場合は、令和 8 年 9 月 7
日（月）１６時までに、下記「１４」に記載の電話、

又は電子メールにて区へ連絡すること。 
集合日時や実施場所等の詳細（延期又は中止連絡含む）

については、現地見学会への参加を希望した事業者へ

９月７日（月）１７時までに連絡する。また、延期の

場合は再度、区ホームページ等で周知を行う。 
現地見学の際は利用者の迷惑になる行為や現委託事業 
者への質問等、 業務や応募における公平性の保持の妨 
げにならないよう留意すること。 
なお、現地見学会の参加の有無は選定結果に影響しな

い。 
（３） 応募書類の提出 

① 参加表明書 
ア 提出期限 ：令和８年１０月１日（木）午後５時必着 
          ※提出期限後に到着した書類は無効とする。 
イ 提出方法 ：持参（平日の午前９時～午後５時）又は郵送 

             ※提出先は下記「１４」に記載の担当部署まで 
※郵送の場合は送付記録が残る方法で郵送すること 
※提出期限内に限り、提出した書類の変更及び再提出

を可とする。 

 
② 企画提案書等 
ア 提出期限 ：令和８年１０月１日（木）午後５時必着 

※提出期限後に到着した書類は無効とする。 
イ 提出方法 ：持参（平日の午前９時～午後５時）又は郵送 

             ※提出先は下記「１４」に記載の担当部署まで 
※郵送の場合は送付記録が残る方法で郵送すること 

 
７ 提出書類 

（１） 参加表明書 １部 
（２） 企画提案書 正本１部 副本１０部 

 



（３） 価格提案書（見積書） 正本１部 副本１０部 
※ 価格提案書（見積書）の様式は任意とし、消費税を含む金額を記載 

するとともに、積算内訳を明記すること。 
  ※ 見積金額については、総額のみを示す「一式見積」での記載は認め 

ず、提案内容に基づき、人件費、業務内容ごとの経費等、内訳が分 
かる形で記載すること。 

（４） 人員配置体制計画書 正本１部 副本１０部 
  ※ 別紙５『自転車保管場所等活動実績』を参考に提案すること。 

※ 業務の再委託を予定している場合、その業務と再委託先の名称について

も記入すること。 
（５） 法人概要の書類 １部 

※ 法人の登記事項証明書 (履歴事項全部証明書)や事業のパンフレット等 
（６） 定款、寄付行為、規約又はこれらに類する書類 １部 
（７） 経営状況を証明する書類 １部 

ア 法人税・法人事業税・消費税及び地方消費税の滞納がないことの証明書

（発行日から３ヶ月以内のもの） 
イ 貸借対照表（直近３か年分） 
ウ 損益計算書（直近３か年分） 
エ 販売費一般管理費内訳書（直近３か年分） 

（８） 再委託業務計画書 正本１部 副本１０部 
  ※ 業務を再委託する場合のみ提出すること。 
（９） 共同事業体協定書兼委任状 正本１部 副本１０部 

※ 共同事業体の方式にて事業を行う場合、提出すること。 
また、共同事業体となる理由も添付すること。 

（１０）その他 
提出書類の宛先は自転車保管場所等業務委託事業者選定委員会委員長

とすること。 
用紙サイズはＡ４判、用紙の向きは自由、文字列の方向は横とし、上記

（２）企画提案書は片面２０枚以内（表紙を除く）とすること。また、

提出書類はＡ４ファイルに綴じ、提出を行うこと。 

 
８ 企画提案書等作成における留意事項 

（１） 書類の提出時期については、「５．スケジュール」のとおりとする。 
（２） 企画提案書及び価格提案書については、１者につき１案とする。 
（３） 企画提案書は別紙３『提案事項』の内容を必ず含んだものを作成するこ

と 



（４） 真に必要な場合を除き、個人の情報や、これらを類推できるような事項 
を記載しないこと。 

（５） 企画提案書等において使用する言語及び通貨は、商標及び固有名称を除

き、日本語及び日本国通貨に限るものとし、使用する通貨は「円」とす

ること。 
（６） 副本には、事業者名が特定できる表現及びロゴマークなどを記載しない 

こと。もしくは、当該箇所にマスキングをすること。 

 
９ 評価方法 

（１） 評価基準 
別紙４「評価基準」のとおり 

（２） 評価方法 
企画提案書、価格提案書、プレゼンテーション及びヒアリングについて、

別紙４「評価基準」に基づいて評価する。 
（３） 第１次審査（書類審査） 

提出書類について別紙４「評価基準」に基づき採点を行い、採点が高い

事業者から順に上位３事業者を第２次審査対象者として選定する。 
第１次審査の結果は、令和８年１１月５日（木）までに全ての参加者に

電子メールにより通知し、併せて、第２次審査対象者には日時、場所等詳

細を通知する。 
（４） 第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 

本業務を受託した際に携わる担当者が出席し、企画提案書に沿って説明

を行うこと。 
１事業者あたり３０分（プレゼンテーション１５分、ヒアリング１５分）

程度とし、参加人数は３名までとする。 
なお、パソコン等を用いた説明を基本とし、パソコン等その他必要機器

は説明者の持込みとする。 
（５） 候補者の選定方法 

ア 失格者を除いた者の内、（３）（４）の総合点が最も高い者を、契約の相

手方の候補者として選定する。 
イ 最高点の者が複数の場合は、価格提案書の金額が最も安価な者を契約の

相手方の候補者として選定する。なお、同額の場合、当該事業者は、当

初提案の金額の範囲内で価格提案書を再作成及び再提出すること。江東

区は、その価格提案書の金額が最も安価な者を契約の相手方の候補者と

して選定する。 

 



ウ ア、イに関わらず、（３）（４）各々において総合点が６割未満の場合は、

候補者として選定しない。 
（６） その他 
  次に掲げる事項に該当する者は、失格とする。 

ア 提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 
イ 本実施要領に示した企画提案書等の作成及び提出に関する条件に違反し

た場合 
ウ 価格提案書の金額が委託上限額を超える場合 
エ 評価の公平性に影響を与える行為があった場合 
オ 評価に関わる委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた場

合 
カ その他選定結果に影響を及ぼす恐れのある不正行為を行った場合 

 
１０ 選定結果の通知 

第２次審査の結果は、令和８年１１月１７日（火）までに第２次審査の参加

者に電子メールにより通知する。 
 

１１ 契約手続 

（１） 第２次審査の結果、選定された候補者と江東区との間で委託内容、経費

等について再度調整を行い、委託契約を締結する。 
（２） 選定された候補者が特別な事情等により契約を締結しない場合は、その

理由を記載した辞退届（任意様式）を提出すること。 
なお、この場合、次順位者を候補者とする。 

 
１２ 選定結果の公表 

選定された候補者との契約締結後、速やかに下記項目について区ホームペー

ジにて公表するとともに、担当課において閲覧に供するものとする。 
 【公表事項】 
（１） 候補者の名称、総合点及び選定理由 
（２）（１）以外の参加者の名称及び総合点  

ア（１）以外の参加者の名称はＡＢＣ表記とし、総合点は点数順で表記する。 
イ 参加者が２者の場合、次点者の得点は公表しない。 

 
１３ その他 

（１） 参加表明書の提出後に辞退する場合は、速やかに「１４．担当」に連絡

の上、その理由を記載した辞退届（任意様式）を提出すること。 



（２） すべての提出書類について、提出期限を超過した後の差替、訂正、再提

出をすることはできない。ただし、江東区から指示があった場合を除く。 
（３） 提出書類の作成、提出、ヒアリング及びプレゼンテーション等に要する

経費は、提案者の負担とする。 
（４） 参加表明書を提出した後、江東区が必要と認める場合は、追加書類の提

出を求めることがある。 
（５） 提出された参加表明書及び企画提案書等は返却しない。 
（６） 提出書類の作成のために江東区から資料を受領した場合、その資料につ

いて、江東区の許可なく公表及び使用することはできない。 
（７） 提出書類は、提出者の審査以外に提出者に無断で使用しない。なお、提

出書類は、江東区情報公開条例に基づく公文書の開示請求の対象となる。 
（８） 電子メールや郵便等の事故について、江東区はいかなる責任も負わない。 
（９） プロポーザルの参加にあたり、プロポーザル参加者に生じた損害等につ

いて、江東区はいかなる責任も負わない。 
（１０） 本業務の実施及び予算額については、令和９年第１回区議会定例会に

おける令和９年度当初予算が可決された場合において有効とするため、中

止または変更となることがある。 

 
１４ 担当 

江東区土木部地域交通課自転車対策係 小寺、関根、新倉 
電 話：０３－３６４７－４７８９ 
ＦＡＸ：０３－３６４７－９２８７ 
メール：4704020@city.koto.lg.jp 
郵送先：〒１３５－８３８３ 江東区東陽４－１１－２８ 

 
以上 

 


